
 

 

 

 

 

 

 

１ アクションプラン概要 

アクションプランとは、「和歌山県食の安全・安心確保のための基本方針」の趣

旨に基づき、県の食品安全施策の目標や目標達成のための対策及びその時期を定

めたものです。 

プランの取組は、「Ⅰ安全」「Ⅱ安心」に分類しており、99 取組のうち、53取

組において単年度、16取組において 3ヶ年の指標・数値目標を設定し、また 30取

組において取組目標を設定しています。 

ここでは、令和７年度の実施状況を取りまとめ、その達成度や自己評価を示して

います。 

Ⅰ 安 全 … 食品の生産から製造・加工、流通・販売、消費に至る全ての過程におい

て、リスク管理を向上させる取組 

Ⅱ 安 心 … 消費者、生産者・事業者及び県が互いに意志疎通を図り、食に関する正確

な情報を共有し、共に協力して消費者の安心を確保するための取組 
    

２ 評価集計 

○指標・数値目標 

 

 

 

 

 

 ○取組目標 

 

 

 

 

 

※全取組（99）から実施の必要がなかった取組等（13）を除いた評価対象取組（86）

に対する達成、未達成等の割合を算出 

 

○未達成項目（番号はアクションプランの各番号に対応） 

安全- 7：養鶏場における生鮮食品生産衛生管理システム認証制度の認証取得 

事業所数 

  安全-13：水産養殖場における生鮮食品生産衛生管理システム認証制度の認証

取得事業所数 

区分 全取組数 達成 概ね達成 未達成 

Ⅰ 安全 43 29(68%) 7(16%) 7(16%) 

Ⅱ 安心 23 18(78%) 5(22%) 0(0%) 

合計 66 47(71%) 12(18%) 7(11%) 

区分 全取組数 達成 概ね達成 未達成 

Ⅰ 安全 6 6(100%) 0(0%) 0(0%) 

Ⅱ 安心 14 14(100%) 0(0%) 0(0%) 

合計 20 20(100%) 0(0%) 0(0%) 

和歌山県食の安全･安心確保のためのアクションプラン 

令和７年度 実施状況結果 

 



 

 

  安全-15：輸出や取引条件としてコーデックスの HACCP を求められる事業者

の、和歌山県 HACCP システム認証取得施設数 

安全-17：温度管理を必要とする食品の流通を行う事業者に対し、食品の流通 

及び販売における衛生管理届出制度の届出事業者数 

安全-35：わかやまジビエ処理施設衛生管理認証制度の認証取得施設数 

  安全-37：鶏肉を生や半生状態で提供したことが原因と思われるカンピロバク 

ター食中毒の発生件数 

  安全-40：食中毒の発生しやすい時期、行楽客の多い時期や食品の流通量が増 

加する時期に一斉監視指導を実施した回数 

 

※取組の評価区分 
 
○単年度の指標・数値目標 

・達   成   … 目標値の 100%以上のもの、目標を達成したもの 
・概ね達成   … 目標値の 80%以上～100%未満のもの、ほぼ目標を達成したもの 
・未 達 成   … 目標値の 80%未満のもの、目標を達成できなかったもの  
○取組目標 
・達   成   … 目標値の 100%以上のもの、目標を達成したもの 
・概ね達成   … 目標値の 80%以上～100%未満のもの、ほぼ目標を達成したもの 
・未 達 成   … 目標値の 80%未満のもの、目標を達成できなかったもの  
 

「 － 」：実施の必要性がなかったもの、事業が終了したもの等｢必要に応じて～する｣､ 
｢～が発生した場合｣が年度内になかったもの 

 



（1）生産から流通・販売までの全ての過程における衛生管理の普及推進     

５年度 ６年度 ７年度

目標値 ― ― 405人

実績値 378人 387人 380人

目標値 90人 90人 90人

実績値 109人 160人 160人

目標値 ― ― 50人

実績値 43人 43人 43人

目標値 35品目 35品目

実績値 47品目 49品目

５年度 ６年度 ７年度

目標値 100% 100% 100%

実績値 100% 100% 100%

目標値 100% 100% 100%

実績値 100% 100% 100%

目標値 ― ― 7事業所

実績値 0事業所 2事業所 3事業所

生活衛生課7 養鶏場における生鮮食品生産衛生管理システ
ム認証制度の認証取得を推進します。

年度末時点の認証事業
所数（累計）

未達成
事業撤退や廃業等によって対象となる
事業者が減少したことが考えられる。
今後も引き続き制度の普及に努める。

認証取得に向けて助言・指導を実施していた１事業所に対し
て、年度内に新規取得した。

畜産課

国際水準ＧＡＰに基づく、農業者への指導活動を実施すると
ともに、県の担当者（７人）を対象に指導者養成研修を実施し
た。

令和６年度で事業終了のため実施なし

管内全農家（愛玩飼育除く）に対し、飼料、飼料添加物、動
物用医薬品の適正な使用、出荷制限について指導。牛農家
に対し動物性たんぱく質の使用禁止を指導。

１-a   生産過程における衛生管理の導入普及（畜産物）

6 家畜保健衛生所の病性鑑定で分離された特定
の病原菌について、薬剤耐性を調査します。

調査実施率 達成 畜産課
家畜保健衛生所の病性鑑定で分離された特定の病原菌に
ついて、薬剤耐性菌の有無を調査した。

2 肥料等の適正な使用を推進します。 研修会の参加人数 達成 鳥獣害対策課

・農薬アドバイザー（累計２９３人）
・農薬管理指導士（累計８７人）

・エコ農業の現地研修会（県内3箇所）：生産者、ＪＡ、県の技
術指導者等（延べ73人）
・土づくり研修会：肥料業者、JAや県の技術指導者等（76人）
・土壌診断研修会：農業水産振興課職員（11人）

5 飼養家畜への飼料・飼料添加物・動物用医薬品
の適正な使用等を指導します。

飼養家畜への飼料・飼
料添加物・動物用医薬
品の適正な使用等の指
導率

鳥獣害対策課

4

適正な農業生産の実践と、収穫前及び出荷段
階の残留農薬検査に取り組む市場出荷や直売
所出荷の生産者団体等を「わかやま農産物安
心プラス強化事業」で支援します。

年度末時点の認証品目
数

― 鳥獣害対策課

3
国のガイドラインに準拠したGAPを推進し、安
全・安心な農産物の供給と環境にやさしい持続
的農業を目指します。

年度末時点の国際水準
ＧＡＰ指導者数
（累計）

概ね
達成

達成

1 農薬の適正な使用を推進します。

年度末時点の「農薬管
理指導士」及び「農薬ア
ドバイザー」認定者数
（累計）

概ね
達成

１-a   生産過程における衛生管理の導入普及（農産物）

指標・取組目標 達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

担当課室実施する取組

実施する取組 指標・取組目標 達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

担当課室

鳥獣害対策課

Ⅰ 「安全」への取組



５年度 ６年度 ７年度

目標値 100% 100% 100%

実績値 100% 100% 100%

目標値 20検体 20検体 20検体

実績値 20検体 20検体 20検体

目標値

実績値

目標値 100% 100% 100%

実績値 100% 100% 100%

目標値

実績値

目標値 ― ― 12施設

実績値 ７施設 ７施設 ７施設

13 水産養殖場における生鮮食品生産衛生管理シ
ステム認証制度の認証取得を推進します。

年度末時点の認証施設
数（累計）

未達成
養殖事業者の事業撤退や廃業等、対
象施設の減少が考えられる。今後も引
き続き制度の普及に努める。

生活衛生課

【海面】魚病検査件数：106件
【内水面】魚病検査件数：19件
　養殖業者から持ち込まれた病魚や巡回指導時に採取した
病魚の検査を行うとともに、魚病対策指導を実施した。

新魚種として養殖アユ生産衛生管理システムに係る事業者
指導等を行い、新規施設の認証を行った。しかし、養殖ナマ
ズ事業者の事業撤退により、１施設が廃止となった。

12 魚病検査を行い、養殖漁場における魚病のまん
延を防止します。

魚病被害の軽減 （達成）

11 養殖業者に対して、魚病発生予防の指導をしま
す。

魚病対策を指導した割
合

達成
研究推進課

（水産試験場）

10
二枚貝の貝毒検査を実施し、規制値を超えた場
合は出荷の自主規制を指導するとともに、県民
への情報提供を行います。

迅速な指導と情報提供 （達成）
県内9カ所で採集した二枚貝天然1種、養殖3種計48検体を
検査した。その結果、全ての検体で規制値以下であることを
確認した。

【海面】指導戸数（割合）：31/31戸（100％）
【内水面】指導戸数（割合）：20/20戸（100％）
　定期的な養殖場の巡回や書類配布により、魚病発生予防
に係る指導を実施した。

9 養殖魚類の水産用医薬品残留実態調査を行い
ます。

残留実態調査検体数 達成
研究推進課

（水産試験場）

8 養殖業者に対して、水産用医薬品の適正使用
の徹底と投薬記帳を指導します。

水産用医薬品の適正使
用を指導した割合

達成

【海面】マダイ成魚筋肉中の薬剤残留検査：10検体
【内水面】アユ成魚筋肉中の薬剤残留検査：10検体
　マダイ及びアユ成魚について、筋肉中の薬剤残留検査を
行ったが、検出されなかった。

1-a   生産過程における衛生管理の導入普及（水産物）

実施する取組 指標・取組目標 達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

担当課室

研究推進課
（水産試験場）

資源管理課

研究推進課
（水産試験場）

【海面】指導戸数（割合）：31/31戸（100％）
【内水面】指導戸数（割合）：20/20戸（100％）
　定期的な養殖場の巡回や書類配布により、水産用医薬品
の適正使用指導および投薬記録簿の点検を実施した。



1-b   製造・加工・流通・販売過程におけるHACCPに沿った衛生管理の普及推進

５年度 ６年度 ７年度

目標値 100% 100% 100%

実績値 100% 100% 100%

目標値 ― ― 100施設

実績値 49施設 56施設 65施設

目標値 ― ―
125

事業者

実績値
96

事業者
108

事業者

目標値 ― ―
22

事業者

実績値
13

事業者
13

事業者
13

事業者

目標値 100% 100% 100%

実績値 100% 100% 93%

目標値 100% 100% 100%

実績値 62% 85% 82%

目標値 100% 100% 100%

実績値 100% 100% 100%

目標値 4件 4件 4件

実績値 6件 4件 6件

生活衛生課

21 食品製造過程における問題点を指摘し、最適な
改善策を指導します。

改善策の指導により問
題が解決した件数

達成
工業技術
センター

食品衛生指導員がHACCPの考え方を取り入れた衛生管理
について理解し、助言できるよう県内各地区で食品衛生指導
員研修会を実施した。

加工食品の製造に当たり、水分活性やpHの測定により状況
を把握し、適正な殺菌や保管を行うよう指導を行った。

20
食品衛生協会が委嘱する食品衛生指導員を
HACCPの考え方を取り入れた衛生管理が助言
できるよう養成します。

助言できる食品衛生指
導員の割合

達成

19
学校給食関係者を対象に、衛生管理及び食物
アレルギー対策や食育推進の研修を行います。

研修を受けた給食施設
の割合

概ね
達成

健康体育課
７月中旬から８月下旬まで学校給食に関する衛生管理につ
いて、栄養教諭からの実践発表や健康体育課からの講義及
び県による講演を動画配信で行った。

18
事業者の自主衛生管理の向上を図るため、「健
康食品製造業者連絡協議会」の研修を開催しま
す。

アンケートで「理解した」
と回答した事業者の割
合

概ね
達成

食品表示に関する最新情報、機能性表示食品の概要および
制度改正、健康食品に関する景品表示法及び健康増進法
の留意点、景品表示法（ステルスマーケティング）の解説と違
反事例に関するコンプライアンス講習会を開催した。

17
温度管理を必要とする食品の流通を行う事業者
に対し、食品の流通及び販売における衛生管理
届出制度の普及を推進します。

年度末時点の届出事業
者数（累計）

未達成

食品衛生法の改正により、対象となる
事業者が食品を輸送、配送する事業
者や選果場等に限られ、販売事業者
が対象外になったため、届出事業者の
増加につながらなかった。
今後は衛生管理に対する届出対象事
業者の意識向上を図るため、制度の
普及に努める。

生活衛生課

16

取引先から、HACCPに基づく衛生管理を求めら
れる事業者を対象に、HACCP高度化推進講習
を開催し、衛生管理計画のブラッシュアップを支
援します。

講習受講事業者数
（累計）

― 令和６年度で事業終了のため実施なし

温度管理の必要な事業者に対し届出制度の普及を行った。
なお、既に届出のある事業者に関しては適宜監視指導を
行っている。

15
輸出や取引条件としてコーデックスのHACCPを
求められる事業者が、和歌山県HACCPシステム
認証を取得できるよう支援します。

年度末時点の和歌山県
HACCPシステム認証を
取得する施設数（累計）

未達成

民間による認証取得支援体制の充実
や農林水産省の補助制度などにより、
事業者の認証取得の選択肢が広がっ
たことから、県認証ではなく民間認証
を選択する事業者も見られ、県認証件
数は目標値に達しなかった。
民間認証であっても、食品衛生の確保
という行政目的は達成されるため、県
認証件数に民間認証取得事業者数を
加えた指標へ見直す。

生活衛生課

14 対米・対ＥＵ輸出に対応できる指名食品衛生監
視員を各保健所に2名以上配置します。

指名食品衛生監視員を
2名以上配置する保健
所の割合

達成

対米・対ＥＵ輸出に対応できる指名食品衛生監視員につい
て海南保健所以外については２名以上配置できていたが、
海南保健所は１名の配置であったため、指名食品衛生監視
員の養成研修を受講させ、全ての保健所に２名以上配置し
た。

 「和歌山県HACCPシステム認証」の取得を目標とした衛生
管理計画を作成するため、「２０２５年度和歌山県HACCPシ
ステム認証取得推進講習」を開催。開催後、担当講師（保健
所職員等）による伴走型支援を実施。

実施する取組 指標・取組目標 達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

担当課室

生活衛生課

食品流通課

生活衛生課



1-c   消費時における衛生管理の向上

５年度 ６年度 ７年度

目標値 22回 22回 22回

実績値 28回 22回 25回

目標値 全世帯 全世帯 全世帯

実績値 全世帯 全世帯 全世帯

目標値 全世帯 全世帯 全世帯

実績値 全世帯 全世帯 全世帯

目標値 全校 全校 全校

実績値 全校 全校 全校

目標値 － － 100%

実績値 45% 71% 82%

目標値

実績値

目標値

実績値

生活衛生課28
細菌性食中毒が発生しやすい気象状態になっ
たときに、食品事業者及び消費者に注意喚起し
ます。

食中毒注意報の発令 ― 事業見直しにより注意報の発出はR5年度末に廃止。

生活衛生課

27 ノロウイルス食中毒の発生が予測される場合
に、食品事業者及び消費者に注意喚起します。

ノロウイルス食中毒注
意報の発令

― 生活衛生課

26
こども食堂における食中毒の発生を防止するた
め、食堂運営者等を対象とした衛生管理講習会
を開催します。

衛生管理講習会を受講
した施設の割合（累計）

概ね
達成

食の安全意見交換会など、こども食堂運営者を対象とした衛
生管理に関する講習会を開催した。

事業見直しにより注意報の発出はR5年度末に廃止。

23

広報誌等を活用し、消費者に鶏肉を生や半生状
態で食べることによるカンピロバクター食中毒の
発生状況とその危険性を周知し、生や半生状態
で鶏肉を食べないよう啓発します。

啓発を行った世帯数 達成 生活衛生課

生活衛生課

25
ノロウイルスをはじめとする食中毒や感染症を
予防するため、「衛生的な手洗い」を児童等に普
及・啓発します。

「衛生的な手洗い」パン
フレットを配布した小学
校数

達成 生活衛生課

24
広報誌等を活用し、ノロウイルス食中毒の発生
を防止するため、消費者に衛生的な手洗いや食
品の十分な加熱などの啓発を行います。

啓発を行った世帯数 達成

県の広報誌である「県民の友」（7月号）に、鶏肉の生食や不
十分な加熱による喫食を原因とするカンピロバクター食中毒
が多発していることに加え、カンピロバクター食中毒を予防
するために鶏肉は十分に過熱して食べる必要があることを
呼びかける記事を掲載し、和歌山放送の県庁だより等にお
いて同様の啓発を行った。

県の広報誌である「県民の友」（12月号）に衛生的な手洗い
や食品の十分な加熱などノロウイルス食中毒予防のポイント
について掲載し、また同時期に和歌山放送の県庁だより等
において同様の啓発を行った。

「衛生的な手洗い」に関するパンフレットを全ての小学校に配
布した。

22 食中毒予防に関する情報を事業者や消費者に
適宜、適切に提供します。

食中毒予防に関する情
報を発信した回数

LINE、県公報誌、ラジオ放送などを活用し、食中毒に関する
情報を 25回発信した。

達成 生活衛生課

実施する取組 指標・取組目標 達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

担当課室



（２）監視・検査体制の強化

2-a   食肉・食鳥肉の衛生確保

５年度 ６年度 ７年度

目標値 100% 100% 100%

実績値 100% 100% 100%

目標値 全頭 全頭 全頭

実績値 全頭 全頭 全頭

目標値 全頭 全頭 全頭

実績値 全頭 全頭 全頭

目標値 全頭 全頭 全頭

実績値 全頭 全頭 全頭

目標値 ― ― 100%

実績値 100% 100% 100%

目標値 100% 100% 100%

実績値 93% 94% 93%

目標値 － － 7施設

実績値 5施設 5施設 4施設

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

担当課室

生活衛生課

畜産課35 わかやまジビエ処理施設衛生管理認証制度の
認証取得を推進します。

認証施設数（累計） 未達成

小規模事業者や他事業と兼業してい
る事業者が多いため、認証のハードル
が高いと受け止めている事業者が多
い。また、新規参入事業者が増えた一
方で、ジビエ処理関係者の高齢化等
により、廃業する事業者が複数あり、
全体の処理施設数が減少した。このた
め、認証取得事業者数の増加につな
がらなかったと考えられる。
今後も引き続き、わかやまジビエ処理
施設衛生管理認証制度の認証取得を
推進及び取得事業者の衛生管理指導
を実施していく。

ジビエ取扱者等の自主衛生管理を推進し、わかやまジビエ
処理施設衛生管理認証制度の認証取得を推進した。

34 ジビエ処理業者が「ジビエ衛生管理ガイドライ
ン」を遵守するよう監視指導を徹底します。

ジビエ処理施設への監
視（2回以上/年）実施率

概ね
達成

生活衛生課
各保健所の食品衛生監視員が２１施設に対してのべ３９回
監視指導を行い、監視率は９３％であった。

33 ジビエ取扱者に「ジビエ衛生管理ガイドライン」に
基づく衛生管理を普及します。

取扱者がジビエ衛生管
理講習会を受講した割
合（累計）

達成
今後、取扱を検討している６名に対してジビエ衛生管理講習
会を開催した。

生活衛生課

32 24か月齢以上で神経症状が見られる等BSEが
疑われる牛を検査します。

BSEが疑われる牛に対
してスクリーニング検査
を行った頭数

達成 生活衛生課

31
食用の牛肉について、牛の月齢に応じた特定危
険部位（頭部、扁桃、脊柱、脊髄、回腸遠位部）
の除去を確認します。

特定危険部位の除去を
確認した頭数

達成
標準作業手順書に基づき、全ての牛について特定危険部位
が確実に除去・廃棄されていることを、確認した。

生体検査の結果、神経症状が見られる等、BSEが疑われる
牛は確認されなかった。

生活衛生課

30 と畜検査員による疾病検査を徹底します。
疾病の有無について検
査を行い罹患した獣畜
を排除した数

達成 生活衛生課

29
と畜場、食鳥処理場におけるHACCPが適正に
運用されていることを検証し、食肉・食鳥肉の微
生物汚染の更なる低減を図ります。

微生物学的検査を用い
た検証結果に基づき指
導した施設の割合

達成

と畜場については、枝肉の微生物汚染実態調査により、
HACCPが適正に運用されていることを確認し、食鳥処理場
についても、稼働している全処理場について、微生物汚染実
態調査を行い指導を行った。

と畜検査員が牛の全頭検査を実施し、疾病獣畜を排除した。
（全部廃棄１頭、一部廃棄２６５頭、全処理頭数３３２頭）

実施する取組 指標・取組目標 達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）



2-b   食品営業施設の監視指導

５年度 ６年度 ７年度

目標値 100% 100% 100%

実績値 78% 102% 100%

目標値 ０件 ０件 ０件

実績値 ０件 ０件 1件

目標値 － － 100%

実績値 78% 80% 89%

目標値 100% 100% 100%

実績値 78% 102% 100%

目標値 ４回 ４回 ４回

実績値 ４回 ４回 3回

目標値 100% 100% 100%

実績値 100% 100% 100%

目標値 100% 100% 100%

実績値 64% 111% 118%

目標値 ２回 ２回 ２回

実績値 ３回 ３回 ２回

実施する取組 指標・取組目標 達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

担当課室

生活衛生課

生活衛生課

生活衛生課

生活衛生課

41
食中毒防止のため、学校給食施設における調
理工程等の点検を行い、問題点について協議の
うえ、改善策の指導・助言を行います。

指導・助言により、適切
な調理工程及び作業動
線に改善された割合

達成 健康体育課
県内３施設において調理過程等の点検を行い、問題点につ
いて協議し、改善策について指導助言を行った。

43 食品衛生監視員が最新の知見や情報を共有す
るための会議を開催します。

会議の開催数 達成 生活衛生課

監視指導計画に基づき、給食施設を含む大量調理施設への
監視指導を効率的に実施することができ、HACCPの運用に
問題は見られなかった。

５月、1２月の２回実施した。

42
大量調理施設における「HACCPに沿った衛生管
理」が適正に運用されていることを検証し、必要
に応じて衛生管理計画の見直しを指導します。

衛生管理計画、調理現
場及び記録により、適
切なHACCP運用を確認
し指導を行った施設の
割合

達成

40
食中毒の発生しやすい時期、行楽客の多い時
期や食品の流通量が増加する時期（夏期・秋
期・年末）に一斉監視指導を実施します。

一斉監視指導を実施し
た回数

未達成

アクションプラン策定当初は秋季に一
斉監視指導を行っていたが、時期的な
食中毒の発生が少ないため、国の指
針に合わせて、３回の実施としたた
め。
今後は３回の実施を目標とする。

夏期一斉取締り（７月）、食品衛生月間 （８月）、年末一斉取
締り （１２月）に集中監視を実施した。

39

監視時において、調理従事者の健康状態の確
認の徹底、適切な手洗いの励行、糞便・吐物の
適切な処理などノロウイルス食中毒予防対策の
遵守状況を確認・指導します。

監視指導計画に基づく
監視対象施設に確認・
指導した割合

達成

38
鶏肉を生や半生状態で提供している施設に対
し、生や半生状態で提供しない衛生管理計画の
策定を指導します。

鶏肉を生や半生状態で
提供しない衛生管理計
画を策定した施設の割
合（累計）

概ね
達成

各保健所の食品衛生監視員の監視指導により、鶏肉を生や
半生状態で提供していた26施設のうち23施設（88.5%）が、提
供をしない衛生管理計画を定めた。

各保健所の食品衛生監視員が計画監視数5,597に対しての
べ5,601回監視指導を行い、監視率は100.1％であった。

生活衛生課

37
鶏肉を生や半生状態で提供している施設を実態
調査により把握し、当該施設に対して生食を提
供しないよう指導します。

鶏肉を生や半生状態で
提供したことが原因と思
われるカンピロバクター
食中毒の発生件数

未達成

事業者のリスク認識不足が原因のた
め、今後は監視指導時における加熱
基準の徹底及び、生食提供のリスクに
関する指導を一層強化する。

生活衛生課
加熱不十分な加熱用鶏肉を提供していた飲食店でカンピロ
バクター食中毒事件が1件発生。指導により営業停止処分
後、提供を止めた。

36 毎年度、「食品衛生監視指導計画」を作成し、食
品事業所への効率的な監視指導を行います。

食品衛生監視指導計画
の達成率

達成
各保健所の食品衛生監視員が計画監視数5,597に対しての
べ5,601回監視指導を行い、監視率は100.1％であった。



2-c   違法な食品等の流通監視

５年度 ６年度 ７年度

目標値 0件 0件 0件

実績値 0件 0件 ０件

目標値

実績値

2-d   流通食品の検査

５年度 ６年度 ７年度

目標値
1,000件
以上

1,000件
以上

1,000件
以上

実績値 1,208件 1,162件 1,141件

目標値 100% 100% 100%

実績値 107% 100% 100%

2-e   分析技術の向上と効率化

５年度 ６年度 ７年度

目標値

実績値

目標値 100件 100件 100件

実績値 127件 111件 105件

目標値 10件 10件 10件

実績値 12件 11件 10件

達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

担当課室

事業者からの依頼に基づき、受託試験・研究を
行います。

受託試験件数 達成 ジュース、菓子等の微生物に関する試験を行った。

指標・取組目標 達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

実施する取組
（未達成の場合のみ）

未達成の原因及び今後の方向性
担当課室

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

担当課室

工業技術
センター

食品の賞味期限の設定に伴う保存試験や微生
物試験を行います。

受託試験件数 達成
工業技術
センター

ジャムや菓子等の保存試験を行った。

49

50

食品中の残留農薬や食品添加物、病原微生物
等について、より効率的かつ高精度な検査を実
施するため、新しい分析・検査技術の導入を推
進します。

分析・検査技術の向上
及び効率化

達成 生活衛生課

47
県食品衛生監視指導計画に基づき、食品の残
留農薬や食品添加物、病原微生物の検査を実
施します。

計画に基づく検査の実
施率

達成 環境衛生
研究センター

（達成）
環境衛生

研究センター

県内で産出又は流通している食品1,137検体について、
41,758項目の検査を実施。

計画に基づき収去された検体41,284項目について、全て検
査を実施した。

残留農薬分析で新たな測定条件による分析法により、妥当
性を評価することができた。これにより、未対応だったネオニ
コチノイド系農薬等の追加及び報告成分数を増加させること
ができた。

48

実施する取組 指標・取組目標

46 県内で流通する食品の規格基準検査等を実施
します。

食品の検査検体数

達成 鳥獣害対策課

45
いわゆる健康食品の健康保持増進効果等につ
いての表示が科学的根拠に基づき適正に行わ
れているか調査します。

必要に応じた検査の実
施

（達成） 生活衛生課

いわゆる健康食品の健康保持増進効果等についての表示
について調査を行った。調査の中で特定の成分について強
調している表示が見られなかったため、令和７年度は検査の
実施を見合わせた。

実施する取組 指標・取組目標 達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

44 農薬取締員による農薬販売業者の指導体制を
維持します。

無登録農薬等の不適正
資材の販売件数

農薬取締員により農薬の適正販売等に関する指導を行った



（３）健康危機管理の強化

５年度 ６年度 ７年度

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値 100% 100% 100%

実績値 100% 100% 100%

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

実施する取組 指標・取組目標 達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

担当課室

担当者会議開催の必要がなかったため未実施

食品に起因する危機事象については、マニュアルを策定済
み。

令和7年度は当該事案が発生せず、毒物検査検討会は未開
催であった。

食中毒発生時には保健所と情報共有を密に行い、原因究明
及び被害拡大防止に努めた。また、食中毒として処分した際
は、直ちに資料提供するなどし住民への注意喚起を行うとと
もに調査で判明した食中毒の要因については各保健所へ情
報提供し、再発の防止を図った。

54

食品への毒物等の混入又はその疑いのある事
故が発生し、保健所長から毒物検査の要請が
あった際に「毒物検査検討会」を開催し、検査順
序等の検討及び判断を行います。

毒物検査要請時におけ
る迅速な検討会の開催

―

53

「和歌山県危機管理計画」に基づき、食に起因
する危険事象への個別対応マニュアルの作成
や研修など、関係課室が実施する危機管理へ
の取組について、円滑な実施を支援します。

関係課室への適切な支
援

―

52
「健康危機管理基本指針」に基づき、健康危機
管理に関する情報共有を行うことにより、平常時
から危機事象への対応に備えます。

必要に応じて健康危機
管理担当者会議を開催

―

危機管理
消防課

脱炭素政策課

健康推進課

健康推進課

59
いわゆる健康食品による健康被害の発生また
は恐れがある時に迅速に情報の共有を図りま
す。

「健康食品連絡協議会」
の開催

―

前年度発生した機能性表示食品に係る健康危機管理事象
に関して、厚生労働省や関係自治体と連携して対応した。
なお、いわゆる健康食品（保健機能食品を除く）による健康
被害の発生がなかったため、健康食品連絡協議会の開催は
なし。

生活衛生課

58

複数の都道府県等が関係する広域的な食中毒
の発生を探知した際には、近畿広域連携協議会
と連携・協力することで、必要な情報を収集し、
食中毒の原因究明及び拡大防止を図ります。

迅速な情報の収集 ― 生活衛生課

健康危機管理事象においては厚生労働省等、関係省庁との
連携を密にし、迅速な情報収集に努めた。また、消費者庁と
食品安全委員会の研修会及び近畿農政局の協議会に参加
し、情報収集を行った。

広域連携協議会が開かれる規模の広域的な食中毒の発生
は無かった。なお、定例的な近畿広域連携協議会の情報交
換については、ＷＥＢにて実施した。

57 消費者庁等の関係省庁、食品安全委員会等と
の連携を強化します。

迅速な情報の収集 （達成）

生活衛生課

56
食品事故発生の際に、「食中毒調査マニュアル」
に基づき原因究明のための検査を迅速に行い
ます。

食品事故への対応率 達成
環境衛生
研究ｾﾝﾀｰ

令和7年度に発生し検査依頼のあった食中毒などの食品事
故( 18件）について、全て対応しました。

55 食中毒発生時に疫学調査を行い、原因究明を
徹底し、再発防止を図ります。

食中毒原因等の情報共
有

（達成） 生活衛生課

51

県民の生命、健康の安全に関する危機管理の
基本的枠組みである「健康危機管理基本指針」
について、必要に応じて指針の改定を行いま
す。

必要に応じた迅速な指
針の改定及び公表

指針の改定の必要がなかったため未実施―



（１）食品表示の適正化

５年度 ６年度 ７年度

目標値 ― ― 5,200人

実績値 4,541人 4,738人 4,972人

目標値 ４回 ４回 ４回

実績値 ４回 ４回 ４回

目標値 ３回 ３回 ３回

実績値 ３回 ２回 ３回

目標値

実績値

目標値 100% 100% 100%

実績値 78% 100% 100%

目標値 35店舗 35店舗 35店舗

実績値 35店舗 38店舗 38店舗

目標値 ３回 ３回 ３回

実績値 ３回 ２回 ３回

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

実施する取組 指標・取組目標 達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

担当課室

生活衛生課

生活衛生課
食品・生活衛生課及び各県立保健所に食品表
示相談窓口を設置し、事業者等からの相談にワ
ンストップで対応します。

販売等に携わる者から食品表示講習会の要望を受け、講習
会を４回開催した。

生活衛生課及び各県立保健所（支所）が相談窓口として事
業者等からの相談を受け付け、関係課室と連携のもと、相談
対応を行った。令和７年度の相談件数は、県全体で612件で
あった。

生活衛生課

生活衛生課

食品衛生監視指導計画に基づき食品表示の監
視指導を実施するとともに、夏期及び年末にお
いて食品表示の一斉監視指導を実施します。

生活衛生課（達成）
食品表示に関する疑問や相談に対し、表示制度等を分かり
易く説明した。また、不適正な表示が疑われる情報について
は調査等を実施し、適正表示の徹底を指導した。

薬務課

「食品表示110番制度」を設け、消費者、事業者
等からの通報に対応することにより、不適正な
食品表示を排除します。

薬務課

408件の広告を監視したが、医薬品医療機器等法に違反す
る広告はなかった。

（達成）

生活衛生課― 事業見直しにより食品表示ウォッチャー制度は廃止。

達成

達成

食品衛生監視指導計画等に基づき表示を行っている施設に
おいて、表示の確認を行い、不適正な表示について改善指
導を行った。

農産物直売所38店舗において食品の表示を確認し、不適正
な表示について改善指導を行った。

「食品表示ウォッチャー」に、消費者の視点か食
品の表示状況のチェックを依頼します。

医薬品医療機器等法に違反する食品表示がな
いように、パンフレットやインターネットなどの広
告について監視指導を行います。

広告監視指導に関する担当者会議を開催（３回）し、県内業
者が健康食品に医薬品的効能効果を記載していた事例及
び他自治体がインターネット監視において確認した違反事例
について情報共有した。

小規模事業者製造する加工食品が多く販売され
ていると予想される農産物直売所において、食
品表示の監視を行います。

違反広告に関する指導事例を広告監視担当者
会議で共有し、同様の違反広告の監視指導の
強化や迅速化を図ります。

達成講習会の開催回数

迅速かつ適切な対応

食品衛生監視指導計画
の達成率

巡回調査店舗数

広告監視担当者会議の
開催回数

（達成）

達成

6

7

8

10 迅速な改善指導

調査及び指導の迅速な
実施

食品表示ウォッチャー
からの報告や質問に対
する迅速な対応

9

4

5

3
農産物直売所における食品表示巡回監視にお
いて、不適正な表示をしている事業者に対し、講
習会を行います。

講習会の開催回数 達成
巡回監視において、不適正な表示をしていた事業者等を対
象に、直売所向け講習会を３回開催(那賀会場、田辺会場、
Web）した。

生活衛生課

生活衛生課

「食品表示推進者育成講習会を」開催し、正しい
食品表示に取り組む食品表示推進者を育成しま
す。

講習会の受講者数
（累計）

概ね
達成

県内6会場及びWEBで開催し、食品関係事業者234名が受講
した。

食品販売所で販売等に携わる者を対象に、事業
者個別の要望に応じた内容について出張で食
品表示講習会を行います。

1

2

Ⅱ 「安心」への取組



（２）人の健康に役立つ食品表示の推進

５年度 ６年度 ７年度

目標値 100% 100% 100%

実績値 100% 97% 92%

目標値 ６件 ６件 ６件

実績値 ６件 ６件 ６件

目標値

実績値

（３）コンプライアンスの向上

５年度 ６年度 ７年度

目標値 ― ― 1,400人

実績値 1,251人 1,310人 1423人

目標値 ― ― １５件

実績値 15件 33件 46件

５年度 ６年度 ７年度

目標値

実績値

目標値 100% 100% 100%

実績値 100% 100% 100%

工業技術
センター

「食品表示に係るコンプライアンス講習会」を開
催し、事業所におけるコンプライアンスの徹底を
図ります。

廃棄食品の不正流通防止のため産業廃棄物処
理業者等への立入調査を行います。

米トレーサビリティ法に違反する事例があった
際、違反米穀事業者を対象に、法に基づく取引
記録の作成・保存や産地情報の適正な伝達に
ついて指導します。

－

達成

達成

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

（４）生産から販売までの食品情報を公開するしくみ（トレーサビリティシステム）の啓発

食品残さに係る産業廃
棄物処分業者等に対す
る立入調査件数
（累計）

講習会の受講者数
（累計）

13

12

11

実施する取組 指標・取組目標 達成度
（自己評価）

担当課室

実施する取組 指標・取組目標 達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

生活衛生課

事業者ニーズに基づき、表示対象となる食品の
機能性成分の分析方法を拡充しつつ、受託試験
を行います。

達成

令和7年度もキノコ類のビタミンD2、NMN（ニコチンアミドモノ
ヌクレオチド）、NAD（ニコチンアミドアデニンジヌクレオチド）
の分析と柑橘のジャバラのナリルチン、ヘスペリジン及びク
ロロフィルの測定を行った。

先駆的産業技術研究開発支援事業により、県
内事業者の食品の機能性に関する研究開発等
を支援します。

「健康食品製造業者連絡協議会」の研修を開催
し、表示、広告及び販売方法の適正化を図りま
す。

概ね
達成

健康食品の表示、広告および販売方法の適正化を図るた
め、研修会を1回開催した。

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

受託試験件数

アンケートで「理解した」
と回答した事業者の割
合

14

15

16

17

迅速な改善指導

牛トレーサビリティ法に基づき、耳標の適正な管
理を指導します。

達成
酪農家、繁殖農家へは出生子牛への適切な耳標装着、出生
および転出報告、肥育農家には導入時、出荷時の報告並び
に耳標脱落時の再装着について全農家に指導実施。

牛飼養者への指導率

米トレーサビリティ法に違反する事例はなかった。 果樹園芸課

畜産課

生活衛生課

実施する取組 指標・取組目標 達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

担当課室

循環型社会
推進課

食品の機能性に関する
研究開発等の推進

成長産業
推進課

食品表示に関する最新情報、機能性表示食品の概要および
制度改正、健康食品に関する景品表示法及び健康増進法
の留意点、景品表示法（ステルスマーケティング）の解説と違
反事例に関するコンプライアンス講習会を開催し113名の受
講があった。

食料品製造業等から排出される動植物性残さに係る産業廃
棄物処分業者等に対し13件の立入検査を実施し、廃棄物の
処理や保管、委託契約等の状況について確認・指導した。

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

担当課室

（達成）
食品中に含まれる残留農薬成分の分析手法の確立に関す
る研究事業を採択し、食品の安全機能性に関する研究開発
を支援している。



５年度 ６年度 ７年度

目標値 ― ― 100%

実績値 90% 92% 92%

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値 100% 100% 100%

実績値 97% 100% 94%

目標値 全世帯 全世帯 全世帯

実績値 全世帯 全世帯 全世帯

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値 100% 100% 100%

実績値 90% 90% 100%

目標値 100% 100% 100%

実績値 92% 100% 100%

アンケートで「有意義で
あった」と回答した参加
者の割合

生活衛生課

アンケートで「有意義で
あった」と回答した参加
者の割合

22

23

24

25

26

21

迅速な公表

18

19

課題や計画についての
意見の聴取

生活衛生課
「食の安全親子教室」を開催し、「食の安全・安
心」について意見交換を行う機会を設けます。

達成
ハグルマ株式会社で食の安全親子教室を開催し、参加者か
らアンケートの回答を得た。

「食の安全意見交換会」を開催し、「身近な食の
リスク」について意見交換を行う機会を設けま
す。

達成

食品等による健康被害の発生またはその恐れ
がある場合は、速やかに公表します。

生活衛生課

「食品衛生管理指導計画」の策定前に県民の意
見を募集し、計画に反映させます。

（達成）
令和８年度食品衛生監視指導計画（案）についてパブリック
コメントを実施し、広く意見を求めた。

生活衛生課

「食の安全推進会議」を開催し、関係課室間の
施策の調整を行うことにより、効果的かつ効率
的な施策の実施を推進します。

概ね
達成

関係課室へ第７次アクションプランの令和６年度の実施結果
の報告を行った。

計画案に対する意見募
集

生活衛生課

食中毒予防やアレルギー対策に関する食の安全意見交換
会を開催し、参加者からアンケートの回答を得た。

生活衛生課

「出張！県政おはなし講座」等に講師を派遣し、
食の安全・安心に関する取組を紹介することで、
食の安全への知識を深めていただくとともに、ご
意見を頂きます。

概ね
達成

「出張！県政おはなし講座」等に講師を派遣し、県民を対象
に研修会を開催し、食品表示や健康食品について説明し
た。

迅速な情報発信

啓発を行った世帯数

アンケートで「理解した」
と回答した参加者の割
合

生活衛生課

食の安全・安心ホームページ「食の安全・安心わ
かやま」から、迅速な情報発信を行います。

（達成）
講習会やセミナーの開催案内、検査結果の公表等を行い、
随時更新した。

生活衛生課

広報誌等を活用し、消費者に向け食の安全・安
心に関する知識の普及啓発を行います。

達成

「県民の友」の７月号、１２月号において食中毒予防等に関
する記事を掲載し、テレビ和歌山の県民チャネル及び和歌
山放送の県庁だよりによって同様の啓発を行った。また、ＬＩ
ＮＥを用いて食の安全に関する情報を発信した。

（達成） 食中毒発生時に、速やかに公表した。

20 「食の安全県民会議」を開催し、施策に県民の
意見を反映します。

（達成）
７月、２月に会議を開催し、第８次和歌山県食の安全・安心
確保のためのアクションプランや、食品監視指導計画等につ
いて協議を行った。

実施する取組 指標・取組目標 達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

担当課室

生活衛生課

アクションプランの目標
達成率（累計）

（５）食に関するリスクコミュニケーションの推進



５年度 ６年度 ７年度

目標値 24回

実績値 22回

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値 50回 50回 50回

実績値 233回 194回 198回

５年度 ６年度 ７年度

目標値 ５品目 ５品目 ５品目

実績値 ５品目 ５品目 ５品目

目標値

実績値

目標値

実績値

達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

担当課室

（達成）

（６）認証制度等の充実

情報の発信回数 達成

企業振興課

鳥獣害対策課

和歌山県食の総合ポータルサイト「おいしく食べて和歌山
モール」やインスタグラム、Ｘ、フェイスブックを通じて、和歌
山県産食材の安全性や品質の良さをＰＲした。

各食品検査の結果を、速やかに県ホームページで公表し
た。

27

28

29

30

31

32

33

実施する取組 指標・取組目標

鳥獣害対策課

情報の発信回数

実施する取組 指標・取組目標 達成度
（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

（未達成の場合のみ）
未達成の原因及び今後の方向性

生活衛生課食品衛生監視指導計画及び結果を公表します。 （達成）
令和７年度の食品衛生監視指導計画を令和６年４月１日に
公表した。
実施結果については令和８年６月中に実施予定。

食の安全サポーターを公募し、食の安全・安心
に関する情報を発信してリスクコミュニケーショ
ンを推進します。

― 事業見直しにより食の安全サポーター制度は廃止。 生活衛生課

県ホームページでの公
表

担当課室

安全・安心を基本に、「和歌山らしさ」「和歌山な
らでは」の優れた県産食品を「優良県産品（プレ
ミア和歌山）推奨制度」により認定・推奨します。

（達成）

「和歌山県優良県産品（プレミア和歌山）推奨制度」としての
新規・更新認定は行わず、既存認定商品の推奨を実施。あ
わせて、新たな県産品推奨制度「和歌山一番星アワード」に
よる認定を実施。

ふるさと認証食品認証制度の概要と認証食品等
をホームページで公表します。

（達成） 制度の概要、認証食品等についてホームページで公開した

達成
「ふるさと認証食品認証制度」により、安心でき
る特産加工食品を認証します。

認証基準に適合した特産加工食品５品目を認証した

安全・安心な県産食品
の認定・推奨

県ホームページでの公
表

認証品目数

安全・安心な「和歌山県産」ブランドの構築に取
り組みます。

食品流通課

生活衛生課食品検査の結果を公表します。
県ホームページでの公
表



５年度 ６年度 ７年度

目標値 ― ― 290ha

実績値 260ha 244ha 240ha

目標値

実績値

目標値 1手法 1手法 1手法

実績値 1手法 1手法 1手法

目標値 100% 100% 100%

実績値 100% 100% 100%

目標値 ２回 ２回 ２回

実績値 ２回 ２回 ２回

目標値

実績値

目標値 35回 35回 35回

実績値 35回 23回 38回

認証取組面積（累計）
概ね
達成

ラジオ、SNS等の活用や、「出張！県政おはなし
講座」等に講師を派遣することで、県民を対象に
食品ロス削減に向けた普及啓発を行います。

36

37

38

鳥獣害対策課

担当課室
（未達成の場合のみ）

未達成の原因及び今後の方向性
指標・取組目標 達成度

（自己評価）

令和７年度取組状況
（数値目標を設定していないものは自己評価内容）

39

40

34

35
「環境にやさしい農業」
への支援

循環型社会
推進課

鳥獣害対策課

研究推進課
（農業試験場）

研究推進課
（果樹試験場）

研究推進課
（水産試験場）

資源管理課

環境保全型農業の普及を推進するため、病害
虫等の発生状況に応じて、薬剤だけに頼らない
耕種的・物理的・生物的・化学的手法を含めた
総合的な防除技術を開発（改良）します。

総合的病害虫・雑草管理の実践や環境保全型
農業の推進に関する技術研修を行います。

養殖漁場の環境モニタリング調査を実施し、養
殖業者へ情報提供を行うとともに適切な漁場利
用について指導を行います。

漁場改善計画に則した養殖漁場の改善に努め
ます。

達成

達成

達成

（達成）

土づくりや化学肥料・化学合成農薬の使用の削
減や、脱炭素に取り組む「環境にやさしい農業」
を推進する生産者を支援します。

化学肥料と化学合成農薬を使用しない、または
県慣行使用量の半分以下に減らして栽培された
農産物の生産拡大を推進します。

（達成）

実施する取組

（７）環境にやさしい食品づくり

県内特別栽培実施面積：140ha
県内有機農業実施面積：100ha (R7国公表数字未確定のた
めR6実績）

「みどり認定」制度により、土づくりや化学肥料・化学合成農
薬の使用の削減や、脱炭素に取り組む「環境にやさしい農
業」を推進する生産者を支援

達成

漁場改善計画の履行確
認

漁場改善計画を立てた漁場については計画に沿った適切な
管理が行われた。

漁場モニタリングの調
査回数

6月5日、11月11日に養殖漁場の環境指標となる水質、底
質、底生生物等の調査を実施した。

カンキツ主要栽培5地域
の指導機関担当者の研
修参加率

研修会等においてかんきつ類の主要病害虫の防除等に関
する情報提供を行った。

総合的防除手法の開発
（改良）数

ピーマンにおける害虫の天敵にはタバコカスミカメやコレマン
アブラバチ等がある。近年発生した害虫であるクロテンコナ
カイガラムシについて、天敵に影響の少ない殺虫剤の防除
効果を確認した。ピリフルキナゾン水和剤は効果が認めら
れ、テトラニリプロール水和剤は効果が認められるもののそ
の程度はやや低かった。試験結果は指導者向けの研修会
等で公表した。

県内小中学校や地域の集まりなどで計７回出前講座を実施
し、食品ロスの概要や削減方法などについて周知した。その
他、ラジオやＳＮＳを利用し普及啓発を行った。

情報の発信回数


